
• 排除措置命令案，課徴金納付命令案等の通知
• 意見を述べ，証拠を提出する機会の付与
• 認定事実を基礎付けるために必要な証拠（他社資料を含む。）を説明

平成１７年改正後の審査審判手続のメリット（１）

• 「どのような証拠に基づき違反の立証がなされているのか。」，「審判になれば審査官側か

 
らどのような主張・証拠が出されるのか。」について，事前手続段階で一定の情報開示，適

 
正手続の一層の確保

１

 
排除措置命令等の事前手続

• 違反行為が認められる場合には，勧告・審判手続を経ることなく，早期に行政処分の実施

• 公取委による行政処分や発注者からの指名停止措置等の先延ばしを困難にする制度に

２

 
排除措置命令制度の導入（勧告・事前審判制度の廃止）

参考２



• 事前手続段階での一定の手続保障・情報開示により，被審人側にとって審判開始時点で

 
の争点特定が従来より容易に

• 行政処分先延ばし，課徴金納付先延ばし目的の「争い得」の回避

平成１７年改正後の審査審判手続のメリット（２）

• 審判が開始される割合の大幅な低下

• 排除措置命令と同時に課徴金納付命令を出すことが可能に
• 旧法では審判開始により納付命令が失効していたが，現行法では失効せず，不納付には

 
延滞金を付加

• 納付命令までの事件処理の大幅な迅速化
（約１年７ヶ月（旧法平均）→約１０月（新法平均））

• 課徴金納付の先延ばしを困難にする制度に
• 排除措置命令と課徴金納付命令の審判の併合により手続上の効

 
率性，被審人の手続上の負担軽減（沖縄県入札談合事件）

３

 
排除措置命令と課徴金納付命令の同時化及び審判中の延滞金導入

改正法での審判開始比率：約１．８％約１．８％
（Ｈ１８．１～Ｈ１９．９で６６３社中１２社）

※

 

排除措置命令全体に対する比率＝約０．８％
※

 

課徴金納付命令全体に対する比率＝約３．０％

旧法での審判開始比率：約１７．６％約１７．６％
（Ｈ１５年度～Ｈ１８年度で２５１９社中４４３社）

※

 

勧告全体に対する比率＝約３０．３％
※

 

課徴金納付命令全体に対する比率＝約６．７％

４

 
行政処分先延ばし，課徴金納付先延ばし目的の審判の回避
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